
○ 地域においては、少子高齢化・人口減少社会が到来する中にあって、厳しい財政制約の下で、地域主
権の確立、低炭素型社会への転換等の改革の推進が強く求められている。

○ 緑の分権改革とは、それぞれの地域が、森・里・海とそれにはぐくまれるきれいな水などの豊かな資源と
それにより生み出されうる食料やエネルギー、あるいは歴史文化資産の価値等を把握し、最大限活用す
る仕組みを創り上げていくことによって、地域の活性化、「絆」の再生を図り、「地域から人材、資金が流出
する中央集権型の社会構造」から、「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を実現し
ようとするもの。

１ 緑の分権改革とは

緑の分権改革

○ 地域主権の確立のため、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲、国直轄事業負担金の
廃止、補助負担金の一括交付金化、出先機関の見直し、国と地方の協議の場の法制化等を目指す。これ
らにより、住民自治、地方公共団体の権限と責任は飛躍的に高まるもの。

○ 緑の分権改革とは、このように行財政制度を地域主権型に改革していくことにあわせて、個々人の生活
や地域の経済についても、「人材や食料、エネルギー、資源等ができる限り地域で有効に活用される構
造」に変えていくことにより、ヒト、モノ、カネ、エネルギーの動きそのものを変革し、地域の自給力と創富力
を高めるような社会システムの構築を目指すもの。

２ 地域主権改革と緑の分権改革
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１ 総務省の体制整備

第２次補正予算案の閣議決定後に、省内横断的な推進体制として「緑の分権改革推進本部」、着実な実施
のために「緑の分権改革推進室」、さらに４月２８日に「緑の分権改革推進会議」を設置。

２ 意見募集の実施
４（１）の推進会議の設置に先立ち、地方公共団体はじめ関係方面から緑の分権改革に対する意見を募集。

３ 平成２１年度第２次補正予算（３９億円）

緑の分権改革の推進のための基礎的条件整備として、地域におけるクリーンエネルギー資源の賦存量の調
査とフィージビリティ調査、固定価格買取の仕組みや住民共同出資の活用等も含めた事業化方策についての
先行実証調査を実施。（１４２件：都道府県３５、指定都市１０、市町村９７）

４ 平成２２年度当初予算（１．６億円）
（１）推進会議の設置

３のクリーンエネルギー資源の調査の状況、（２）の先行的な取組を実施する地方公共団体による調査の状
況も踏まえ、緑の分権改革を推進していくための課題・対応策等について検討。
（２）先行的な取組についての委託調査事業

緑の分権改革のモデルとなりうる先行的・総合的な取組を行う地方公共団体を募集し、取組を実施・発展し
ていくための委託調査を実施。（２７件：県２、市町村２５）

５ 平成２３年度以降の展開

平成２１年度及び平成２２年度における調査・研究結果、先行実施団体の検証・提言等を広く都道府県、市
町村はじめ関係者に周知するとともに、国として、広報・啓発にあわせて、規制緩和や必要な法整備などによ
り支援策を講じていくことにより、緑の分権改革を積極的に推進。

緑の分権改革の推進
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地域主権戦略大綱（2010年6月22日閣議決定）

第１ 地域主権改革の全体像

２ 地域主権改革が目指す国のかたち
（１）社会経済情勢の変化への対応
我が国は、人口減少や少子高齢化など社会構造の激しい変化や、経済のグローバル化や情報通信の高度化、さらに

は地球規模での厳しい環境・エネルギー・食料制約といった資源制約等の課題に直面している。時代が激動の変革期
を迎えている現在、これらの課題に適切に対応し、発展し続けるためにも、地域主権改革を断行する必要がある。地
方公共団体は住民に身近な行政を自主的かつ総合的に広く担い、国は国際社会における国家としての存立にかかわる
事務を始めとする本来果たすべき役割を重点的に担えるようにし、あわせて、地域の様々な資源や歴史、文化、伝統
等を最大限活用し、それぞれの地域において富を生み出すという考え方に基づいて活力ある地域をつくり、「依存と
分配」の仕組みを「自立と創造」の仕組みに転換しなければならない。

第10 緑の分権改革の推進

１ 基本的考え方

地域資源を最大限活用し、地域の活性化、絆の再生を図り、中央集権型の社会構造を分散自立・地産地消・低炭素
型としていくことにより、「地域の自給力と創富力（富を生み出す力）を高める地域主権型社会」の構築を目指し、
「緑の分権改革」を推進していく。

２ 具体的取組
クリーンエネルギー、食料、歴史文化資産の活用、地域ブランドの育成、資金の循環による地域経済の活性化など

地域において大地から泉のように富が湧き上がっていくような改革のモデルとなる取組を構築するとともに、改革の
推進のための課題の抽出及び解決策の検討やそれらの成果の周知を行うことで、改革に取り組む団体数の増加を図る。
また、責任をもって自らの地域の活性化を図っていけるように、抽出された課題に対する制度的対応など、経済社会
システムの改革を進めるとともに、地域の人材をエンパワーするための人材育成、連携交流を進める。 （以下略）

4



（緑の分権改革等）

それぞれの地域資源を最大限活用する仕組みを地方公共団体と住民、NPO 等の協働・連
携により創り上げ、分散自立型・地産地消型としていくことにより、地域の自給力と
創富力を高める地域主権型社会の構築を図る「緑の分権改革」を推進し、地域からの
成長の道筋を示すモデルを構築する。また、地域のことは地域に住む住民が決める、
活気に満ちた地域社会をつくるための「地域主権」改革を断行する。

（定住自立圏構想の推進等）

都市は都市らしく、農山漁村は農山漁村らしい地域振興を進めるため、圏域ごとに生活
機能等を確保し、地方圏における定住の受け皿を形成する定住自立圏構想を推進する
。また、離島・過疎地域等の条件不利地域の自立・活性化の支援を着実に進める。

（以下略）

新成長戦略 ～「元気な日本」復活のシナリオ～
2010年6月18日閣議決定

～地域資源の活用による地方都市の再生、成長の牽引役としての大都市の再生～

【2020 年までの目標】
『地域資源を最大限活用し地域力を向上』
『大都市圏の空港、港湾、道路等のインフラの戦略的重点投資』

（４）観光立国・地域活性化戦略
第３章 ７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果
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平成23年度予算要求・要望

■ 「緑の分権改革」の推進に要する経費 ３．２億円

平成 22 年度における取組の成果（緑の分権改革のモデルの構築や委託調査結果）を受けて、緑の分権改革の一
層の推進と全国展開を図るため、モデルの具体化や推進方策の検討を深めるとともに、地方公共団体等に対して改
革の周知・対話を行う。

(1) 緑の分権改革推進会議・分科会における検討
・緑の分権推進会議運営経費

1,200 万円

(2) 個別分野の改革モデルの具体化事業に係る調査
・クリーンエネルギー、食のブランド化、ICT、地域通貨等を活用した地域経済活性化

2.8 億円
（1,000 万円×28 団体）

(3) 地方公共団体への広報・啓発
・地方公共団体との対話（成果の周知、意見交換） ・緑の分権改革・市町村長サミット

2,700 万円

■ 「緑の分権改革」推進プロジェクト（新規） ２０ 億円（元気な日本復活特別枠）

広域的な連携を進めている地域等を対象に、「緑の分権改革」を先導する、「地域の資源」を活用した即効的で
創造的な取組に集中的に投資し、雇用の増加など地域活性化を図る。 （総事業費：20 億円、2 億円×10 箇所）
※ 3 年で都道府県の 2/3 程度（ 30 箇所）の地域での取組を目指す→ 10 箇所× 3 年＝ 30 箇所

企業・ＮＰＯとの
コラボレーション

自治体

地域の創富力を高め、定住
機能を向上させる事業提案

（対象経費：ハード、ソフト、事業体設立経費、
資産の有効活用経費）

評価対象となる提案に盛り込むアウトカム

→①エネルギーの地産地消→雇用増

→②農林水産物の地産地消→雇用増→

→③観光 → 交流人口増→雇用増

経済力
自給力 増

持続力
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択
、
全
国
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波
及

公開プロセス（評価）

スキーム

エネルギー分野

農林水産分野

観光分野
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